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議案第１１号 

 

   下竹仁辺地に係る公共的施設の総合的な整備に関する財政上の計画の 

   策定について 

 

                        （地域振興部地域政策課）  

 

１ 提案の理由 

 下竹仁辺地とその他の地域との間における住民の生活文化水準の著しい格差の

是正を図るため、当該辺地に係る公共的施設の総合的な整備に関する財政上の計

画を策定しようとするものである。 

２ 計画の概要 

 (1) 辺地を構成する町又は字の名称 

   東広島市福富町下竹仁 

 (2) 整備しようとする公共的施設 

  ア 施設名 

    集会施設・地場産業振興施設・レクリエーション施設（福富みらいベース

（旧竹仁小学校）） 

    教育文化施設（福富多目的グラウンド防球ネット設置） 

  イ 整備期間 

    令和６年度から令和８年度までの３年間 

 

 

 

 （根拠法令） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律 

第３条 この法律によつて公共的施設の整備をしようとする市町村は、当該市町村

の議会の議決を経て当該辺地に係る公共的施設の総合的な整備に関する財政上の

計画（－略－）を定めることができる。 
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議案第１２号 

 

   東広島市地域共生社会推進計画（第４次東広島市地域福祉計画）の策 

定について 

 

                      （健康福祉部地域共生推進課）  

 

１ 提案の理由 

  市民一人ひとりが相互に支え合い、生きがいと安心できる暮らしを地域で創っ

ていく地域共生社会を実現するため、東広島市地域共生社会推進計画（第４次東

広島市地域福祉計画）を策定しようとするものである。 

２ 計画の概要 

 (1) 計画期間 

   令和７年度から令和１１年度まで 

 (2) 基本理念 

   誰もが学び合い、支え合い、感謝し合える「シアエル関係」を築き、幸せを

実感できるまち 

 (3) 基本目標 

  ア 学びを通じた地域課題の「自分ゴト化」 

    市民一人ひとりが地域課題を知り、「自分ゴト」として受け止めていくこ

とで、地域の様々な課題に興味を持ち、その興味関心から「何かをやって

みたい」という思いにつながるような取組みを推進する。 

  イ みんなの「やってみたい」を応援 

    市民の「やってみたい」という思いが「やってみた」という行動につなが

るよう、及び「続けたい」「もっと良くしたい」という思いに応えられる

よう支援する。 

  ウ 「誰一人取り残さない」相談支援の充実 

    関係機関が連携し、困っている当事者を起点とした、制度の狭間のない相

談支援体制を構築するほか、地域との連携により孤独・孤立の予防や解消

のための取組みを推進する。 
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  エ 地域で「健幸」に暮らせるための基盤づくり 

    高齢や障がい、子育て、生活困窮など、各分野におけるサービスを充実し

ていくとともに、移動に困難を抱える方の支援や居住支援など、既存のサ

ービスだけでは解決が困難な課題についても支援する。 

 

 

 

 （根拠条例） 

 東広島市議会基本条例 

第１４条 地方自治法第９６条第２項の規定に基づく議会の議決事件は、議会と市

長等が共に市民に対する責任を担いながら、計画的かつ市民の視点に立った透明

性の高い市政の運営に資するため、次に掲げるものとする。 

 (2) 市民生活に重大な影響を及ぼすことが予想される計画、施策事業等の策定お

よび変更に関わるもので別に定めるもの 
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議案第１３号 

 

   東広島市こども計画の策定について 

 

                      （こども未来部こども家庭課）  

 

１ 提案の理由 

  こども・若者の成長と子育てを支援する取組みを総合的に推進し、その更なる

充実を図ることにより、本市における「こどもまんなか社会」を実現するため、

東広島市こども計画を策定しようとするものである。 

２ 計画の概要 

 (1) 計画期間 

令和７年度から令和１１年度まで 

 (2) 基本理念（第３章関係） 

   つながる つなげる 育ちあいのまちづくり～ともに支え ともに育つ こ

ども・若者のウェルビーイングがかなうまち 東広島～ 

(3) 基本目標及び基本施策（第３章、第４章関係） 

  ア 安心してこどもを産み育てられる支援の充実 

    こども及び母親の健康づくりの支援、子育てに関する情報提供・相談体制

の充実等、すべてのこども及び親への妊娠・出産期から子育て期まで切れ

目のない支援を行う、東広島版ネウボラのさらなる充実を図る。また、こ

どもを安心して産むことができる環境及びこどもが安心して健やかに成長

することができるための環境の整備に努めるとともに、子育て世帯の経済

的負担の軽減を図る。 

   (ｱ) 東広島版ネウボラ（切れ目のない子育て支援）の充実 

   (ｲ) 産科・小児科医療体制の充実 

   (ｳ) 子育て世帯の経済的負担の軽減 

  イ 社会的な支援が必要なこども・若者への支援の充実 

    心身の状況、家庭環境等、様々な要因により社会的な支援を必要としてい

るこども・若者及びその家族に対して、安心して生活を送るための支援の
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充実を図る。 

(ｱ) 児童虐待の予防と早期対応 

(ｲ) 障がいのあるこども・若者と家庭への支援 

(ｳ) 貧困等、困難な状況にあるこども・若者と家庭への支援 

(ｴ) 様々な課題を抱えるこども・若者と家庭への支援 

  ウ 仕事と子育てを両立するための支援の充実 

    多様な保育ニーズに対応した保育・教育、学童保育等の事業の充実を図る

とともに、働き方の見直し、子育てを支援する職場環境の促進等、仕事及

び子育てを両立することができる環境づくりを推進する。 

(ｱ) 年間を通しての待機児童の解消 

(ｲ) 多様な保育ニーズへの対応 

(ｳ) 働く女性の応援と働き方改革の推進 

  エ こども・若者を支える地域の子育て支援力の強化 

    地域共生社会の理念を踏まえ、地域、学校、関係機関・団体、企業等の地

域社会全体がこども・若者及び子育て家庭を見守り、支える体制づくりを

推進し、こども・若者及び子育て家庭にやさしい社会づくりに取り組む。

また、こども・若者が身近な地域で安心・安全に過ごすことができるよ

う、事故、犯罪等から守る取組み及び居場所づくりを進める。 

   (ｱ) 地域における子育て支援の充実 

   (ｲ) こども・若者と子育て家庭にやさしい社会づくり 

   (ｳ) こども・若者が安心・安全に過ごせる環境づくり 

  オ こども・若者の健やかな成長と自立への支援の充実 

    こども達の生きる力を育む教育・保育を推進するとともに、若者世代が就

職等のライフイベントにおいて、自身の希望に応じた将来を選択すること

ができるよう支援する。また、こども・若者が自らの意見を持ち、それを

表明することができる機会の確保に努める。 

   (ｱ) 生きる力を育む教育・保育の推進 

   (ｲ) 若者の自己実現を支援する取組み 

   (ｳ) こども・若者の意見表明の機会の確保 

(4) 教育・保育・子育て支援事業の「量の見込み」と確保方策（第５章関係） 
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   人口推計、保護者へのニーズ調査結果等に基づき、子ども・子育て支援法に

おける幼児教育・保育及び地域子育て支援事業の「量の見込み」と確保方策に

ついて定める。 

 

 

 

 （根拠条例） 

 東広島市議会基本条例 

第１４条 地方自治法第９６条第２項の規定に基づく議会の議決事件は、議会と市

長等が共に市民に対する責任を担いながら、計画的かつ市民の視点に立った透明

性の高い市政の運営に資するため、次に掲げるものとする。 

(2) 市民生活に重大な影響を及ぼすことが予想される計画、施策事業等の策定お

よび変更に関わるもので別に定めるもの 
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議案第１４号 

 

   大芝辺地に係る公共的施設の総合的な整備に関する財政上の計画の変 

   更について 

 

                        （地域振興部地域政策課）  

 

１ 提案の理由 

 大芝辺地とその他の地域との間における住民の生活文化水準の著しい格差の是

正を図るため、新規事業を追加することに伴い、当該辺地に係る公共的施設の総

合的な整備に関する財政上の計画を変更しようとするものである。 

２ 新規事業の概要 

 (1) 辺地を構成する町又は字の名称 

   東広島市安芸津町風早 

 (2) 整備しようとする公共的施設 

  ア 施設名 

    交通通信施設 市町村道・橋りょう（大芝大橋） 

  イ 整備期間 

    令和７年度及び令和８年度 

 

 

 

 （根拠法令） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律 

第３条 この法律によつて公共的施設の整備をしようとする市町村は、当該市町村

の議会の議決を経て当該辺地に係る公共的施設の総合的な整備に関する財政上の

計画（以下「総合整備計画」という。）を定めることができる。 

８ 前各項の規定は、第５項の規定により総合整備計画を提出した市町村が当該総

合整備計画を変更しようとする場合について準用する。 
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議案第１５号 

 

   過疎地域持続的発展計画の変更について 

 

                        （地域振興部地域政策課）  

 

１ 提案の理由 

  過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の規定が準用される特定市町

村の区域とみなされる区域として公示された旧福富町、旧豊栄町及び旧河内町の

区域において、総合的かつ計画的な対策を実施するため策定した過疎地域持続的

発展計画に、より地域の実情に即した事業を新たに追加しようとするものであ

る。 

２ 事業の追加 

  過疎地域持続的発展計画に次のとおり事業を追加する。 

事 業 内 容 対象地域 

次郎丸線（改良） 河内地域 

福富小中学校エレベーター設備改修工事 福富地域 

スポーツ施設整備事業（豊栄市民グラウンド防球ネット設置ほ

か） 

豊栄地域 

 

 

 

 （根拠法令） 

 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法 

第８条 過疎地域の市町村は、持続的発展方針に基づき、当該市町村の議会の議決

を経て過疎地域持続的発展市町村計画（以下単に「市町村計画」という。）を定

めることができる。 

１０ 第１項及び前３項の規定は、市町村計画の変更について準用する。 
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議案第１６号 

 

   東広島市総合計画基本構想の改訂及び後期基本計画の策定について 

 

                          （総務部政策推進監）  

 

１ 提案の理由 

社会情勢の変化に合わせて、第五次東広島市総合計画基本構想を改訂し、及び

後期基本計画を策定しようとするものである。 

２ 基本構想の改訂の概要 

 (1) まちづくり大綱における重視する方向性の見直し 

  ア 仕事づくり 

    企業の投資促進について、半導体産業における大型投資の実情を考慮した

見直しを行う。 

  イ 活力づくり 

   (ｱ) 学術研究機能の発揮による都市活力の創出について、Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗ

ｎ構想の推進を考慮した見直しを行う。 

   (ｲ) 新たな産業用地の整備や次世代学園都市構想の実現に向けた動きを考慮

した見直しを行う。 

   (ｳ) 多様な主体との共創とＤＸによる生活価値の創造を通じた地域の課題解

決への取組を考慮した見直しを行う。 

  ウ 安心づくり 

    地域共生社会の実現について、様々な施策及び分野と関連することから、 

   後期基本計画における重点テーマとして新たに定めることとし、安心づくり 

   においては、共に支え合い誰もが安心して暮らせる地域社会の実現に向けた

方向性について定めることとする。 

 (2) 計画の主要指標の見直し 

   人口指標について、令和１２年における総人口の推計を変更する。 

 (3) 土地利用構想 

  ア 拠点及びネットワークの形成方針 
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    先端産業の機能を集積する特定機能拠点として吉川地区を追加する。 

  イ 戦略的な土地利用の方向性 

    中部エリアにおいて、広島大学との連携によるアカデミック・エンタープ

ライズの実践を図る広島大学周辺地区及び半導体関連企業の集積による先

端産業集積地区を次世代学園都市ゾーンとして位置付ける。 

３ 後期基本計画の概要 

 (1) 目標年次 

   令和１２年 

 (2) 重点テーマ 

   後期基本計画における重点テーマを次のとおり定める。 

  ア Ｗｅｌｌ－ｂｅｉｎｇを実感できる地域共生社会の実現 

    地域住民及び地域における多様な主体が、世代又は分野を超えて繋がり、 

   「支え手」と「受け手」の関係を超えて、学び合い、支え合い、感謝し合え 

   る等の「シアエル関係」を構築することで、市民一人一人が、身体的、精神 

   的及び社会的に満たされた「健幸」な状態を実感できる「地域共生社会」の

実現を目指す。 

  イ 次世代学園都市の実現 

    ２０５０年を見据え、Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎの取組を進めるとともに、産学 

   官民の共創による新たな都市モデルを市の成長戦略に位置付け、次世代学園 

   都市ゾーンにおける半導体産業を始めとした多様な産業分野を集積し、並び 

   に民間投資でもたらされる先端的な学術及び研究により多様な課題の解決の 

   ための基盤を広島大学周辺地区において整備することで、学園都市として更

なる発展を目指す。 

  ウ 多様な主体と地域資源を活かした人口減少地域総合対策 

    人口減少が深刻な地域において、地域の特性を活かしながら、地域内の経 

   済循環及び人口の流入の促進により、「住みたい、住み続けたい」と思える

地域活力の維持を目指す。 

  エ 子どもの健やかな成長のための環境づくり 

    子どもを権利の主体として認識し、子どもの視点に立ち、子ども・子育て 

   世帯への切れ目ない支援を充実させることで、全ての子どもが健やかに成長 
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   し、将来にわたって幸せな状態で生活を送ることができる社会である「こど

もまんなか社会」の実現を目指す。 

(3) 施策（第１章関係） 

  まちづくり大綱の５つの柱について、重視する方向性を次のとおり定める。 

  ア 仕事づくり 

   (ｱ) 産業イノベーションの創出 

   (ｲ) 中小企業等の活力強化 

   (ｳ) 企業の投資促進 

   (ｴ) 農山漁村の魅力づくりと農林水産業の活性化 

   (ｵ) 地域資源を活かした観光の振興 

   (ｶ) 働き方改革の推進による雇用環境の充実 

  イ 暮らしづくり 

   (ｱ) 暮らしを支える拠点地区の充実 

   (ｲ) 安全で円滑な生活交通の充実 

   (ｳ) 快適な生活環境の形成 

   (ｴ) 豊かな自然環境の保全 

   (ｵ) 市民協働のまちづくりによる地域力の向上 

   (ｶ) 多文化共生と国際化の推進 

  ウ 人づくり 

   (ｱ) 人権・平和の尊重と男女共同参画の推進 

   (ｲ) 乳幼児期における教育・保育の充実 

   (ｳ) 高い教育力と伝統を活かした学校教育の実践 

   (ｴ) 新たな価値を創造する人材の育成 

   (ｵ) 知的資源と国際性を活かした人づくり 

   (ｶ) 市全体が「学びのキャンパス」となる環境づくり 

  エ 活力づくり 

   (ｱ) 学術研究機能の発揮による都市活力の創出 

   (ｲ) 多様性豊かな市民の力が輝くまちづくり 

   (ｳ) 都市成長基盤の強化・充実 

   (ｴ) 交通ネットワークの強化 
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   (ｵ) 環境に配慮した社会システムの構築 

   (ｶ) 未来を感じるプロジェクト挑戦都市 

  オ 安心づくり 

   (ｱ) 災害に強い地域づくりの推進 

   (ｲ) 安全・安心な市民生活の実現 

   (ｳ) 総合的な医療体制の確立 

   (ｴ) 健康寿命の延伸による生涯現役社会の実現 

   (ｵ) 共に支え合い誰もが安心して暮らせる地域社会の実現 

   (ｶ) 安心して子どもを産み育てられる環境づくり 

  カ 共通基盤 

    まちづくり大綱の５つの柱を支える共通基盤として、施策の方向性を次の

とおり定める。 

   (ｱ) 市民ニーズの的確な把握と質の高い行政サービスの提供 

   (ｲ) 効率的で持続的な行政経営 

(4) 地域別計画 

地域資源を活かしたまちづくりを進めていくために、市内の９つの地域ごと

に目指す方向性を定めた地域別計画を定める。 

 

 

 

 （根拠条例） 

 東広島市議会基本条例 

第１４条 地方自治法第９６条第２項の規定に基づく議会の議決事件は、議会と市

長等が共に市民に対する責任を担いながら、計画的かつ市民の視点に立った透明

性の高い市政の運営に資するため、次に掲げるものとする。 

(1) 東広島市総合計画基本構想および東広島市総合計画の策定、変更に関するも

の 
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議案第１７号 

 

   市道の路線の認定について 

 

                          （建設部建設管理課）  

 

提案の要旨 

一般交通の用に供するため、次の路線を市道として認定しようとするものであ

る。 

路 線 名 認  定  の  理  由 

寺家南６９号線 住宅団地内の道路を市道として認定し、一般交通の用に

供する必要がある。 

寺家南７０号線 

御薗宇東８６号線 

寺家南６８号線 
地区計画整備事業に伴う新設道路を市道として認定し、

一般交通の用に供する必要がある。 

 

 

 

 （根拠法令） 

 道路法 

第８条 

２ 市町村長が前項の規定により路線を認定しようとする場合においては、あらか

じめ当該市町村の議会の議決を経なければならない。 
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議案第１８号 

 

   請負契約の締結について 

 

（建設部災害河港課）  

 

１ 提案の理由 

  令和６年度港湾施設長期保全事業安芸津桟橋改築工事の請負契約を締結しよう

とするものである。 

２ 契約の内容 

 (1) 工事の場所 

   東広島市安芸津町三津 

(2) 工事の内容 

土木一式工事 

  ア 仮設橋台基礎工 

    基礎捨石 ４７７立方メートル 

  イ 仮設橋台上部工 

    コンクリート ９５立方メートル 

  ウ 碇
てい

けい工 

   (ｱ) 床掘 ３,５９６立方メートル 

   (ｲ) アンカーブロック製作・据付 ５個 

   (ｳ) 既設アンカーブロック撤去 ７個 

   (ｴ) 浮函
かん

碇けい １函 

   (ｵ) 連絡橋架設 １基 

   (ｶ) アンカーチェーン １式 

  エ 浮函改良工 

   (ｱ) 鋼製フロート製作・設置 １式 

   (ｲ) 敷鉄板設置撤去 １式 

   (ｳ) 防舷材 １式 

   (ｴ) マンホール設置撤去 １式 
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   (ｵ) マンホール梯子
は し ご

設置撤去 １式 

   (ｶ) 照明灯設置撤去 １式 

  オ 舗装工 

    アスファルト舗装工 ２１５平方メートル 

  カ 構造物撤去工 １式 

  キ 仮設工 １式 

(3) 契約金額 

   ２億８,７１０万円 

(4) 契約の相手方 

   三原市宮沖一丁目８番８号 

   山陽建設株式会社 

   代表取締役 深 山 隆 一 

(5) 工期 

東広島市議会の議決のあった日の翌日から令和８年３月３１日まで 

 

 

 

 （根拠条例） 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定によ

り議会の議決に付さなければならない契約は、予定価格１億５,０００万円以上

の工事又は製造の請負とする。 
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議案第１９号 

 

   請負契約の締結について 

 

                   （都市部区画整理課）  

 

１ 提案の理由 

令和６年度八本松駅前土地区画整理事業八本松駅前造成工事（６－１）の請負

契約を締結しようとするものである。 

２ 契約の内容 

 (1) 工事の場所 

   東広島市八本松町飯田及び原並びに八本松南二丁目 

(2) 工事の内容 

土木一式工事 

ア 道路改良 

(ｱ) 舗装工 

車道舗装工 ３,１６９平方メートル 

歩道舗装工 ２４３平方メートル 

(ｲ) 撤去工 

歩道橋撤去 １基 

地下道撤去 １基 

イ 雨水管渠
きょ

 

(ｱ) ボックスカルバート 

幅 １.３メートル 

高さ １.３メートル 

延長 ３３.８メートル 

(ｲ) 雨水管 

直径 ２５０ミリメートル～８００ミリメートル 

延長 １６９.６メートル 

(ｳ) マンホール １２箇所 
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ウ 汚水管渠 

(ｱ) 汚水管 

直径 ２００ミリメートル 

延長 １３７.５メートル 

(ｲ) マンホール ９箇所 

 (3) 契約金額 

１億８,７７７万円 

(4) 契約の相手方 

   東広島市西条中央二丁目７番５号 

   株式会社明成 

代表取締役 尾 原 睦 明 

(5) 工期 

東広島市議会の議決のあった日の翌日から令和８年３月３１日まで 

 

 

 

 （根拠条例） 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定によ

り議会の議決に付さなければならない契約は、予定価格１億５,０００万円以上

の工事又は製造の請負とする。 
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議案第２０号 

 

   請負契約の変更について 

 

           （地域振興部地域づくり推進課・こども未来部保育課）  

 

１ 変更の理由 

  令和６年６月２７日議決第８２号により議決を経た令和６年度地域活動拠点整

備事業ほか高屋西地域センター・高屋中央保育所複合施設造成工事その２の請負

契約について、工事の内容の一部を変更する必要が生じたため、請負契約金額を

変更しようとするものである。 

２ 変更の内容 

原契約金額 変更契約金額 増加額 

１億５,６７５万円 １億６,４１２万４,４００円 ７３７万４,４００円 

３ 変更後の請負契約の内容 

 (1) 工事の場所 

   東広島市高屋町杵原 

(2) 契約の相手方 

東広島市豊栄町安宿５０１５番地の５ 

株式会社東豊建設 

   代表取締役 一 楽 日 月 

(3) 工期 

令和６年６月２８日から令和７年３月３１日まで 

 

 

 （根拠条例） 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定によ

り議会の議決に付さなければならない契約は、予定価格１億５,０００万円以上

の工事又は製造の請負とする。 
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議案第２１号 

 

   委託契約の締結について 

 

                          （建設部道路建設課）  

 

１ 提案の理由 

  山陽本線八本松構内互栄橋補修委託に関する基本協定を締結しようとするもの

である。 

２ 契約の内容 

 (1) 工事の内容 

   打音調査工、橋梁補修工、剥落防止工、塗替塗装工、仮設工、保安工等 

 (2) 契約金額 

   ３億２,９４１万５,０００円 

 (3) 契約の相手方 

西日本旅客鉄道株式会社 

 (4) 工期 

東広島市議会の議決のあった日の翌日から令和１０年３月３１日まで 

 

 

 

 （根拠条例） 

 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定によ

り議会の議決に付さなければならない契約は、予定価格１億５,０００万円以上

の工事又は製造の請負とする。 
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議案第２２号 

 

   刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備について 

 

                            （総務部総務課）  

 

１ 提案の要旨 

  刑法等の一部を改正する法律の施行に伴い、次の関係条例において引用してい

る刑の種類の用語を整理するとともに、所要の経過措置を定めようとするもので

ある。 

(1) 職員の給与に関する条例 

 (2) 東広島市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例 

 (3) 東広島市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例 

 (4) 東広島市個人情報の保護に関する法律施行条例 

 (5) 東広島市情報公開・個人情報保護審査会設置条例 

２ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

   令和７年６月１日 

 (2) 経過措置 

  ア 罰則の適用等に関する経過措置 

   (ｱ) この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

   (ｲ) この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前 

    の例によることとされ、なお効力を有することとされ、又は改正前若しく

    は廃止前の条例の規定の例によることとされる罰則を適用する場合におい

    て、当該罰則に定める刑に刑法等の一部を改正する法律（以下「刑法等一

    部改正法」という。）による改正前の刑法に規定する懲役（以下「懲役」

    という。）（有期のものに限る。以下同じ。）又は禁錮（以下「禁錮」と

    いう。）（有期のものに限る。以下(ｲ)において同じ。）が含まれるとき

    は、当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれその刑と長期及び短期を同じく

    する有期拘禁刑とする。 
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  イ 人の資格に関する経過措置 

    拘禁刑に処せられた者に係る他の条例の規定によりなお従前の例によるこ 

   ととされ、なお効力を有することとされ、又は改正前若しくは廃止前の条例 

   の規定の例によることとされる人の資格に関する法令の規定の適用について 

   は、無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に 

   処せられた者は刑期を同じくする有期禁錮に処せられた者とみなす。 

  ウ 職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置 

    刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律 

   の整理等に関する法律並びにこの条例の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑 

   を除く。）が定められている罪につき起訴をされた者は、期末手当の支給を

   一時差し止める処分の規定の適用については、拘禁刑が定められている罪に

   つき起訴をされた者とみなす。 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第１４条 普通地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて第２条第２項の事 

務に関し、条例を制定することができる。 

③ 普通地方公共団体は、法令に特別の定めがあるものを除くほか、その条例中

に、条例に違反した者に対し、２年以下の拘禁刑、１００万円以下の罰金、拘

留、科料若しくは没収の刑又は５万円以下の過料を科する旨の規定を設けること

ができる。 
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議案第２３号 

 

   東広島市立幼稚園の教育、保育等の実施に関する条例の制定について 

 

（教育委員会学校教育部学事課）  

 

１ 制定の理由 

小学校就学前の子どもに対する教育及び保育並びに保護者に対する子育て支援

の総合的な提供を推進することを目的として、東広島市立御薗宇幼稚園を認定こ

ども園に移行するとともに、所要の規定の整備を行おうとするものである。 

２ 条例の内容 

 (1) 事業（第３条関係） 

   幼稚園においては、次に掲げる事業を行う。 

  ア 教育及び保育の実施に関すること。 

  イ 子育て支援事業のうち、地域の子どもの養育に関する各般の問題につき保

護者からの相談に応じ必要な情報の提供及び助言を行う事業 

  ウ ア及びイに掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める事業 

 (2) 教育時間等（第４条関係） 

   幼稚園における１号認定子どもに対する教育時間はアからエまでに掲げる日

以外の日の午前９時から午後２時３０分まで、２号認定子ども及び３号認定子

どもに対する保育時間はア、ウ及びオに掲げる日以外の日の午前７時３０分か

ら午後６時３０分（イに掲げる日にあっては、午後０時３０分）までとする。 

  ア 日曜日 

  イ 土曜日 

  ウ 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

  エ 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める日（アからウまでに掲げる日

を除く。） 

   (ｱ) 学年始休園日 ４月１日から同月６日までの日 

   (ｲ) 夏季休園日 ７月２０日から８月２９日までの日（当該期間内において

園長が定める５日以内の日を除く。） 
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   (ｳ) 秋季休園日 １０月の第２月曜日の翌日及び翌々日 

   (ｴ) 冬季休園日 １２月２４日から翌年１月６日までの日 

   (ｵ) 学年末休園日 ３月２２日から同月３１日までの日 

  オ １２月２９日から翌年１月３日までの日（ア及びウに掲げる日を除く。） 

 (3) 入園の資格（第５条関係） 

   幼稚園に入園することができる子どもは、子ども・子育て支援法（以下「支

援法」という。）に規定する支給要件を満たす小学校就学前子どもであって、

支援法に規定する教育・保育給付認定子どもとする。 

 (4) 入園の許可等（第６条関係） 

  ア １号認定子どもを幼稚園に入園させようとする保護者は、あらかじめ教育

委員会の許可を受けなければならない。 

イ ２号認定子ども及び３号認定子どもを幼稚園に入園させようとする保護者

は、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

ウ １号認定子どもの入園の希望者が定員を超えた場合の入園者の選考につい

ての基準は、別に定める。 

エ 教育委員会は、入園の許可をする場合には、幼稚園の管理運営上必要な条

件を付することができる。 

オ 市長は、入園の承認をする場合には、幼稚園の管理運営上必要な条件を付

することができる。 

 (5) 入園の不許可等（第７条関係） 

  ア 教育委員会は、１号認定こどもの入園の希望者が(ｱ)から(ｳ)までのいずれ

かに該当する場合には、入園を許可しないことができる。 

   (ｱ) 感染性の疾病を有する場合 

   (ｲ) 身体虚弱のため、教育に堪えないと認められる場合 

   (ｳ) (ｱ)及び(ｲ)に掲げるもののほか、教育委員会が不適当と認める場合 

  イ 市長は、２号認定こども及び３号認定こどもの入園の希望者が(ｱ)から(ｳ)

までのいずれかに該当する場合には、入園を承認しないことができる。 

(ｱ) 感染性の疾病を有する場合 

   (ｲ) 身体虚弱のため、保育に堪えないと認められる場合 

   (ｳ) (ｱ)及び(ｲ)に掲げるもののほか、市長が不適当と認める場合 
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 (6) 保育料（第８条関係） 

  ア 幼稚園に入園する子どもの保護者は、支援法に規定する内閣総理大臣が定

める基準により算定した費用の額を納付しなければならない。 

  イ アに定める額のうち保育料の額は、市長が規則で定める。 

 (7) 保育料の減免（第９条関係） 

   市長は、必要があると認めるときは、保育料を減額し、又は免除することが

できる。 

 (8) 退園命令等（第１１条関係） 

  ア 教育委員会は、入園した１号認定子どもが(ｱ)から(ｵ)までのいずれかに該

当する場合には、出席停止又は退園を命ずることができる。 

   (ｱ) 教育・保育給付認定が取り消されたとき。 

   (ｲ) (5)ア(ｱ)から(ｳ)までのいずれかに該当したとき。 

   (ｳ) 保護者がこの条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

   (ｴ) 保護者が園長が行う教育上の指示に従わないとき。 

   (ｵ) 正当な理由がなく、引き続き１月以上欠席したとき。 

  イ 市長は、入園した２号認定子ども及び３号認定子どもが(ｱ)から(ｴ)までの

いずれかに該当する場合には、幼稚園の利用を停止させ、又は入園の承認を

取り消すことができる。 

   (ｱ) 教育・保育給付認定が取り消されたとき。 

   (ｲ) (5)イ(ｱ)から(ｳ)までのいずれかに該当したとき。 

   (ｳ) 保護者がこの条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

   (ｴ) 保護者が園長が行う保育上の指示に従わないとき。 

 (9) １号認定子どもの預かり保育（第１２条関係） 

  ア 幼稚園においては、(2)にかかわらず、入園した１号認定子どもの保護者

からの申請により、次に掲げる時間の範囲内において、当該１号認定子ども

の保育を行うことができる。 

   (ｱ) 土曜日（１２月２９日から翌年１月３日までのものを除く。）の午前７

時３０分から午後０時３０分まで 

   (ｲ) (2)エに掲げる日（１２月２９日から翌年１月３日までのものを除

く。）の午前７時３０分から午後６時３０分まで 
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   (ｳ) (2)アからエまでに掲げる日以外の日の午前７時３０分から午前８時３

０分まで及び午後２時３０分から午後６時３０分まで 

イ 預かり保育は、ア(ｱ)から(ｳ)までに掲げる時間における２号認定子どもの

保育内容に準じて行うものとする。 

 (10) 預かり保育利用料（第１３条関係） 

  ア 市長は、預かり保育を利用する者から預かり保育利用料を徴収する。 

  イ 預かり保育利用料は、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、同表の右欄に定

める額とする。 

区  分 預かり保育利用料の額 

土曜日（１２月２９

日から翌年１月３日

ま で の も の を 除

く。） 

午前７時３０分から 

午前８時３０分まで 

１回につき１００円 

午前８時３０分から 

午後０時３０分まで 

１回につき８００円 

(2)エに掲げる日（

１２月２９日から翌

年１月３日までのも

のを除く。） 

午前７時３０分から 

午前８時３０分まで 

１回につき１００円 

午前８時３０分から 

午後２時３０分まで 

１回につき１,０００円（

１食につき１５０円の給食

費に相当する額を含む。） 

午後２時３０分から 

午後６時３０分まで 

１回につき４００円 

(2)アからエまでに

掲げる日以外の日 

午前７時３０分から 

午前８時３０分まで 

１回につき１００円 

午後２時３０分から 

午後６時３０分まで 

１回につき４００円 

  ウ 利用者は、各月ごとに、当該月に係るイにより算出された額の預かり保育

利用料を、納期限までに市に納付しなければならない。 

３ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

   令和７年４月１日等 

 (2) 準備行為 

教育委員会及び市長は、施行日前においても、幼稚園に入園する子どもの募

集、入園の手続その他幼稚園の供用を開始するために必要な準備行為をするこ

とができる。 

 (3) 経過措置 

   施行日の前日において現に幼稚園に入園しており、令和２年４月１日までに
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生まれた園児については、１号認定子どもとして入園したものとみなすことが

できる。 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２４４条の２ 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めが

あるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれ

を定めなければならない。 
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議案第２４号 

 

   職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

 

（総務部職員課）  

 

１ 改正の理由 

  異常な自然現象又は大規模な災害が発生した際に国の実施する応急対策職員派

遣制度等により本市以外の地方公共団体に派遣され、当該地方公共団体の区域等

において災害応急対策又は災害復旧に係る作業又は業務に従事した職員に対して

支給する特殊勤務手当を新たに定めようとするものである。 

２ 改正の内容 

 (1) 職員が、暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波その他の異常な自然現

象、大規模な火災、爆発等が発生した場合において、災害対策基本法に基づき

災害対策本部が設置された本市以外の地方公共団体の区域（消防職員にあって

は、本市、竹原市及び大崎上島町以外の地方公共団体の区域）に派遣されて行

う災害応急作業等に従事したときは、災害応急作業等に従事する職員の特殊勤

務手当を支給する。 

 (2) 手当の額は、災害応急作業等に従事した日１日につき、１,０８０円を超え

ない範囲内において市長が定める額とする。 

 (3) (2)にかかわらず、次に掲げる場合における手当の額は、災害応急作業等に

従事した日１日につき、それぞれ次に定める額を超えない範囲内において市長

が定める額とする。 

  ア 災害応急作業等が日没時から日出時までの間に行われた場合 １,６２０ 

   円 

イ 災害応急作業等が災害対策基本法に基づき居住者等が避難のための立退き

を指示された地域又は同法に基づき設定された警戒区域で行われた場合   

２,１６０円 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 
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（根拠法令） 

地方公務員法 

第２４条 

５ 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。 
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議案第２５号 

 

   附属機関の設置に関する条例の一部改正について 

 

（総務部職員課）  

 

１ 改正の理由 

  新たに附属機関を設置し、及び一部の附属機関の名称等を変更しようとするも

のである。 

２ 改正の内容 

 (1) 附属機関の設置（別表関係） 

   次の附属機関を新たに設置する。 

名  称 目  的 

東広島市救急医療体制に関

する基本計画策定会議 

東広島市救急医療体制に関する基本計画の策

定及び推進に関する事項を審議すること。 

 (2) 附属機関の名称等の変更（別表関係） 

ア 東広島市地域福祉推進協議会の協議事項を東広島市地域共生社会推進計画

の事業の推進及び当該計画の見直しに変更する。 

イ 東広島市障害者計画等審議会において策定及び推進に関する重要な事項を

審議することとしている各計画の障害の表記を障がいに改め、その名称を東

広島市障がい者計画等審議会に変更する。 

ウ 東広島市健康増進対策推進会議の審議事項に食育の総合的な推進に関する

事項を追加する。 

エ 東広島市自殺対策推進会議の審議事項を東広島市自殺（自死）対策推進計

画の策定及び推進に関する事項に変更し、その名称を東広島市自殺（自死）

対策推進会議に変更する。 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日等 
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 （根拠法令） 

 地方自治法 

第１３８条の４ 

③ 普通地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより、執行機関の附属機

関として自治紛争処理委員、審査会、審議会、調査会その他の調停、審査、諮問

又は調査のための機関を置くことができる。－略－ 
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議案第２６号 

 

   東広島市事務分掌条例の一部改正について 

 

                            （総務部職員課）  

 

１ 改正の理由 

  社会情勢の変化及び新たな政策課題に対応することを目的として、効果的かつ

効率的な事務事業の執行に資する組織体制を整備しようとするものである。 

２ 改正の内容 

 (1) 部の組織を次のとおり改める。（第１条関係） 

現 行 改 正 

都市部 都市交通部 

 (2) 部の組織の改正に合わせて、部の分掌事務を次のとおり改める。（第２条関

係） 

  ア 地域振興部の分掌事務のうち交通政策に関する事務を都市交通部に移管

し、分掌させる。 

イ 都市部の分掌事務のうち住宅に関する事務を建設部に移管し、分掌させ

る。 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第１５８条 普通地方公共団体の長は、その権限に属する事務を分掌させるため、

必要な内部組織を設けることができる。この場合において、当該普通地方公共団

体の長の直近下位の内部組織の設置及びその分掌する事務については、条例で定

めるものとする。 
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議案第２７号 

 

   職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

 

                            （総務部職員課）  

 

１ 改正の理由 

  育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一

部改正に合わせて、時間外勤務の制限の対象となる職員の範囲を拡大するととも

に、所要の規定の整備を行おうとするものである。 

２ 改正の内容 

(1) 子のある職員が当該子を養育するために請求した場合において、任命権者が

正規の勤務時間以外の勤務をさせてはならない職員の範囲を次のように拡大す

る。（第８条の２関係） 

現  行 改   正 

３歳に満たない子のある職員 小学校就学の始期に達するまでの子のある

職員 

(2) 配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等（第１９

条関係） 

  ア 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況に至った

ことを申し出たときは、当該職員に対して、介護両立支援制度等その他の事

項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の利用の意向を確認するための

面談その他の措置を講じなければならないこととする。 

  イ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する年度に

おいて、介護両立支援制度等に関する事項を知らせなければならないことと

する。 

(3) 勤務環境の整備に関する措置（第２０条関係） 

   任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるようにするた

め、次に掲げるいずれかの措置を講じなければならないこととする。 

  ア 職員に対する介護両立支援制度等に関する研修の実施 

  イ 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 
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  ウ ア及びイに掲げるもののほか、介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備

に関する措置 

３ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

   令和７年４月１日等 

 (2) 経過措置 

   時間外勤務の制限に係る請求（３歳から小学校就学の始期に達するまでの子

を養育するためにするものに限る。）は、施行日前においてもすることができ

る。 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方公務員法 

第２４条 

５ 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。 
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議案第２８号 

 

   東広島市バス交通結節点設置及び管理条例の一部改正について 

 

（地域振興部地域政策課）  

 

１ 改正の理由 

  黒瀬地区バス交通結節点を新たに設置し、その管理運営に関し必要な事項を定

めるとともに、所要の規定の整備を行おうとするものである。 

２ 改正の内容 

 (1) 黒瀬地区バス交通結節点の設置及びその管理運営に関し必要な事項を次のと

おり定める。 

  ア 名称は黒瀬地区バス交通結節点とし、その位置は東広島市黒瀬町兼広１５

６番６とする。（第２条関係） 

  イ 黒瀬地区バス交通結節点に置く施設を次のとおり定める。（第３条関係） 

   (ｱ) 待合室 

   (ｲ) 自転車駐車場 

   (ｳ) 自家用車駐車場 

  ウ 自転車駐車場を使用することができる対象車両について、次のとおり定め

る。（第４条関係） 

   (ｱ) 自転車駐車場を使用することができる車両は、道路交通法に規定する自

転車、原動機付自転車並びに大型自動二輪車及び普通自動二輪車（いず

れも側車付きのものを除く。）とする。 

   (ｲ) (ｱ)にかかわらず、市長は、特に必要があると認めるときは、(ｱ)に定め

る車両以外の車両に自転車駐車場を使用させることができる。 

  エ 自家用車駐車場を使用することができる対象車両について、次のとおり定

める。（第５条関係） 

   (ｱ) 自家用車駐車場を使用することができる車両は、道路交通法施行規則に

規定する普通自動車であって、最大積載量が２,０００キログラムを超え

る貨物自動車以外のものとする。 
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 (ｲ) (ｱ)にかかわらず、市長は、特に必要があると認めるときは、(ｱ)に定め

る車両以外の車両に自家用車駐車場を使用させることができる。 

  オ 黒瀬地区バス交通結節点の供用時間は、次のとおりとする。（第６条関

係） 

   (ｱ) 待合室 午前５時３０分から午後１１時３０分まで 

   (ｲ) 自転車駐車場及び自家用車駐車場 午前零時から午後１２時まで 

  カ 使用の制限について、次のとおり定める。（第８条関係） 

    市長は、次のいずれかに該当するときは、施設の使用を制限することがで

きる。 

   (ｱ) 自転車駐車場又は自家用車駐車場を使用しようとする車両の台数が、当

該自転車駐車場又は当該自家用車駐車場の収容台数を超えるとき。 

   (ｲ) (ｱ)に掲げるもののほか、市長が施設の管理運営上支障があると認める

とき。 

(2) バス交通結節点における物品の販売及び宣伝その他の営利行為のうち、特に

市長の許可を受けたものについては、これを認めることとする。（第９条関

係） 

３ 施行期日 

  令和７年４月３０日までの間において規則で定める日 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２４４条の２ 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めが

あるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれ

を定めなければならない。 
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議案第２９号 

 

   東広島市専用水道の水道技術管理者の資格を定める条例の一部改正に 

   ついて 

 

（生活環境部環境先進都市推進課）  

 

１ 改正の理由 

  水道法施行令等の一部改正に伴い、専用水道の水道技術管理者の資格の要件を

見直すとともに、資格の要件の特例について、その対象となる専用水道の範囲を

拡大しようとするものである。 

２ 改正の内容 

 (1) 専用水道の水道技術管理者の資格の要件の見直しを次のとおり行う。（第３

条関係） 

  ア 履修科目及び技術上の実務経験の年数を次のとおり変更する。 

現  行 改  正 

大学の土木工学科又はこれに相当す

る課程において衛生工学又は水道工

学に関する学科目を修めて卒業した

者 ２年以上 

大学において土木工学科又はこれ

に相当する課程を修めて卒業した

者 ３年以上 

  イ 土木施工管理に係る１級の技術検定に合格した者であって、３年以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有するものを水道技術管理者の資

格を有する者として定める。 

 (2) 資格の要件の特例について、その対象となる専用水道の１日最大給水量の範

囲を次のとおり拡大する。（第３条関係） 

現  行 改  正 

１,０００立方メートル以下 １万立方メートル以下 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 
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 （根拠法令） 

水道法 

第１９条 

３ 水道技術管理者は、政令で定める資格（当該水道事業者が地方公共団体である

場合にあつては、当該資格を参酌して当該地方公共団体の条例で定める資格）を

有する者でなければならない。 
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議案第３０号 

 

   東広島市地域包括支援センターの職員及び運営に関する基準を定める 

条例の一部改正について 

 

                    （健康福祉部地域包括ケア推進課）  

 

１ 改正の理由 

介護保険法施行規則の一部改正に伴い、東広島市地域包括支援センターの職員

に関する基準及び当該職員の員数について必要な事項を定めるとともに、所要の

規定の整理を行おうとするものである。 

２ 改正の内容 

 (1) 一の地域包括支援センターが担当する区域における第１号被保険者の数につ

いて、原則として定められたおおむね３,０００人以上６,０００人未満ごとに

置くべき常勤の職員の員数の基準（以下「職員に関する基準」という。）にか

かわらず、東広島市高齢者保健福祉事業運営委員会（以下「委員会」とい

う。）が地域包括支援センターの効果的な運営に資すると認めるときは、複数

の地域包括支援センターが担当する区域を一の区域として、当該区域内の第１

号被保険者の数について、おおむね３,０００人以上６,０００人未満ごとに置

くべき常勤の職員の員数を当該複数の地域包括支援センターに配置することに

より、当該区域内の一の地域包括支援センターがそれぞれ職員に関する基準を

満たすものとする。この場合において、当該区域内の一の地域包括支援センタ

ーに置くべき常勤の職員及びその員数は、アからウまでに掲げる者のうちのい

ずれか２人以上とする。（第３条関係） 

  ア 保健師その他これに準ずる者 

  イ 社会福祉士その他これに準ずる者 

  ウ 主任介護支援専門員その他これに準ずる者 

 (2) 職員に関する基準及び(1)にかかわらず、委員会が第１号被保険者の数及び

地域包括支援センターの運営の状況を勘案して必要であると認めるときは、地

域包括支援センターに置くべき常勤の職員及びその員数は、常勤換算方法によ
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ることができることとする。（第３条関係） 

３ 施行期日 

公布の日 

 

 

 

（根拠法令） 

介護保険法 

第１１５条の４６ 

５ 地域包括支援センターの設置者は、包括的支援事業を実施するために必要なも

のとして市町村の条例で定める基準を遵守しなければならない。 
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議案第３１号 

 

   東広島市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

                        （健康福祉部国保年金課）  

 

１ 改正の理由 

  国民健康保険税の基礎課税額、後期高齢者支援金等課税額及び介護納付金課税

額に係る税率等の改定を行おうとするものである。 

２ 改正の内容 

 (1) 基礎課税額、後期高齢者支援金等課税額及び介護納付金課税額の税率等の改

  定 

  ア 基礎課税額の所得割額の税率、被保険者均等割額及び世帯別平等割額を次

のとおり改定する。（第３条、第４条、第５条関係） 

区  分 現 行 改 正 

所得割額の税率 １００分の７.３ １００分の７.７１ 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

３万１,２６１円 ３万３,１９５円 

世帯別平等割

額（１世帯に

つき） 

 

特定世帯及び

特定継続世帯

以外の世帯 

２万１８６円 ２万１,２９４円 

特定世帯 １万９３円 １万６４７円 

特定継続世帯 １万５,１３９円 １万５,９７０円 

  イ 後期高齢者支援金等課税額の所得割額の税率、被保険者均等割額及び世帯

別平等割額を次のとおり改定する。（第６条、第７条、第８条関係） 

区  分 現 行 改 正 

所得割額の税率 １００分の２.７９ １００分の２.８９ 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

１万１,６０１円 １万２,２１１円 

世帯別平等割

額（１世帯に

つき） 

特定世帯及び

特定継続世帯 

以外の世帯 

７,４９１円 ７,８４１円 

特定世帯 ３,７４５円 ３,９２０円 

特定継続世帯 ５,６１８円 ５,８８０円 

  ウ 介護納付金課税額の所得割額の税率、被保険者均等割額及び世帯別平等割
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額を次のとおり改定する。（第９条、第１０条、第１１条関係） 

区  分 現 行 改 正 

所得割額の税率 １００分の２.０９ １００分の２.３５ 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

１万７０９円 １万１,９９６円 

世帯別平等割額 

（１世帯につき） 

５,２４７円 ５,８１４円 

 (2) 基礎課税額、後期高齢者支援金等課税額及び介護納付金課税額の減額措置に

ついて、その減額する額を次のとおり改定する。（第２５条関係） 

  ア 世帯主及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者の前年の総所得金額

及び山林所得金額の合算額（イ及びウにおいて「合算額」という。）が、４

３万円を超えない世帯（(3)ア及びイにおいて「１０分の７軽減世帯」とい

う。） 

   (ｱ) 基礎課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

２万１,８８３円 ２万３,２３７円 

世帯別平等割

額（１世帯に

つき） 

特定世帯及び

特定継続世帯

以外の世帯 

１万４,１３１円 １万４,９０６円 

特定世帯 ７,０６６円 ７,４５３円 

特定継続世帯 １万５９８円 １万１,１７９円 

   (ｲ) 後期高齢者支援金等課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

８,１２１円 ８,５４８円 

世帯別平等割

額（１世帯に

つき） 

特定世帯及び

特定継続世帯

以外の世帯 

５,２４４円 ５,４８９円 

特定世帯 ２,６２２円 ２,７４４円 

特定継続世帯 ３,９３３円 ４,１１６円 

   (ｳ) 介護納付金課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

７,４９７円 ８,３９８円 

世帯別平等割額 

（１世帯につき） 

３,６７３円 ４,０７０円 

  イ 合算額が、４３万円に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき２９万
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５,０００円を加算した金額を超えない世帯（(3)ア及びイにおいて「１０分

の５軽減世帯」という。） 

   (ｱ) 基礎課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

１万５,６３１円 １万６,５９８円 

世帯別平等割

額（１世帯に

つき） 

特定世帯及び

特定継続世帯

以外の世帯 

１万９３円 １万６４７円 

特定世帯 ５,０４７円 ５,３２４円 

特定継続世帯 ７,５７０円 ７,９８５円 

   (ｲ) 後期高齢者支援金等課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

５,８０１円 ６,１０６円 

世帯別平等割

額（１世帯に

つき） 

特定世帯及び

特定継続世帯

以外の世帯 

３,７４６円 ３,９２１円 

特定世帯 １,８７３円 １,９６０円 

特定継続世帯 ２,８０９円 ２,９４０円 

   (ｳ) 介護納付金課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

５,３５５円 ５,９９８円 

世帯別平等割額 

（１世帯につき） 

２,６２４円 ２,９０７円 

  ウ 合算額が、４３万円に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５４万

円を加算した金額を超えない世帯（(3)ア及びイにおいて「１０分の２軽減

世帯」という。） 

   (ｱ) 基礎課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

６,２５３円 ６,６３９円 

世帯別平等割 

額（１世帯に

つき） 

特定世帯及び 

特定継続世帯

以外の世帯 

４,０３８円 ４,２５９円 

特定世帯 ２,０１９円 ２,１３０円 

特定継続世帯 ３,０２８円 ３,１９４円 
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   (ｲ) 後期高齢者支援金等課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

２,３２１円 ２,４４３円 

世帯別平等割

額（１世帯に 

つき） 

特定世帯及び

特定継続世帯 

以外の世帯 

１,４９９円 １,５６９円 

特定世帯 ７４９円 ７８４円 

特定継続世帯 １,１２４円 １,１７６円 

   (ｳ) 介護納付金課税額から減額する額 

区  分 現 行 改 正 

被保険者均等割額 

（被保険者１人につき） 

２,１４２円 ２,４００円 

世帯別平等割額 

（１世帯につき） 

１,０５０円 １,１６３円 

 (3) 納税義務者の世帯内に未就学児がある場合における当該納税義務者に対して

課する被保険者均等割額の減額措置について、被保険者均等割額から未就学児

１人につき減額する額を次のとおり改定する。（第２５条関係） 

  ア 基礎課税額の被保険者均等割額 

区  分 現 行 改 正 

１０分の７軽減世帯 ４,６８９円 ４,９７９円 

１０分の５軽減世帯 ７,８１５円 ８,２９９円 

１０分の２軽減世帯 １万２,５０４円 １万３,２７８円 

上記以外の世帯 １万５,６３１円 １万６,５９８円 

イ 後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割額 

区  分 現 行 改 正 

１０分の７軽減世帯 １,７４０円 １,８３２円 

１０分の５軽減世帯 ２,９００円 ３,０５３円 

１０分の２軽減世帯 ４,６４０円 ４,８８４円 

上記以外の世帯 ５,８０１円 ６,１０６円 

３ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

   令和７年４月１日 

 (2) 経過措置 

令和７年度以後の年度分の国民健康保険税について適用する。 
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 （根拠法令） 

 地方税法 

第３条 地方団体は、その地方税の税目、課税客体、課税標準、税率その他賦課徴

収について定をするには、当該地方団体の条例によらなければならない。 
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議案第３２号 

 

   東広島市保育所設置及び管理条例の一部改正について 

 

                         （こども未来部保育課）  

 

１ 改正の要旨 

  川上中部保育所を廃止しようとするものである。 

２ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

   令和７年４月１日 

 (2) 経過措置 

   施行日前に川上中部保育所において保育された乳幼児に係る保育料について

は、なお従前の例による。 

 

 

 

（根拠法令） 

地方自治法 

第２４４条の２ 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めが

あるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれ

を定めなければならない。 
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議案第３３号 

 

   東広島市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

   の一部改正について 

 

                         （こども未来部保育課）  

 

１ 改正の要旨 

  家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、家庭的保育

事業者等の利用乳幼児に対する食事の提供を家庭的保育事業所等外で調理し、搬

入する方法により行う際に求めている栄養士に関する要件に係る規定の整備を行

おうとするものである。   

２ 施行期日 

  令和７年４月１日 

 

 

 

 （根拠法令） 

 児童福祉法 

第３４条の１６ 市町村は、家庭的保育事業等の設備及び運営について、条例で基

準を定めなければならない。－略－ 
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議案第３４号 

 

   東広島市手数料条例の一部改正について 

 

（都市部建築指導課・住宅課）  

 

１ 改正の理由 

  建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（以下「建築物省エネ法」

という。）等の一部改正により建築物エネルギー消費性能基準への適合義務の対

象となる建築物の範囲が拡大すること等に伴い、これらの法の規定に基づく申請

等に対する審査に係る手数料の設定等を行うとともに、マンションの管理の適正

化の推進に関する法律に基づくマンションの管理に関する計画の認定等の申請に

対する審査に係る手数料の設定その他所要の規定の整理を行おうとするものであ

る。 

２ 改正の内容 

 (1) 建築物省エネ法の一部改正により、建築物省エネ法に基づく建築物エネルギ

ー消費性能基準への適合義務の対象となる建築物の範囲が拡大し、建築基準法

（昭和２５年法律第２０１号）の一部改正により、同法に基づく建築確認の申

請に対する審査を省略することができる建築物の範囲が縮小され、及び建築確

認の申請に対する審査において構造計算が必要となる木造の建築物の範囲が拡

大すること等に伴い、これらの審査に係る手数料について、区分の設定及び変

更並びに当該区分に係る手数料の額の設定並びに手数料の額の改定を行う。（

別表第２関係） 

  ア 建築物の建築等の確認の申請に対する審査及び通知された建築物の建築等

   の計画に対する審査に係る手数料について、建築物の種別に応じた区分を設

   けるとともに、床面積に応じた区分を変更し、これらの区分に係る手数料の

   額を次のとおり定める。 

現 行 改 正 

面積 金額 建築物の種別 面積 金額 

30㎡以内の

もの 

7,000円 仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ 

30㎡以内の

もの 

15,000円 
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  せる一戸建ての住

宅等 

  

仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等以外の住宅 

19,000円 

その他の建築物 8,000円 

30㎡を超え

10 0㎡以内

のもの 

13,000円 仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等 

30㎡を超え

100㎡以内

のもの 

33,000円 

仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等以外の住宅 

44,000円 

その他の建築物 19,000円 

1 0 0㎡を超

え20 0㎡以

内のもの 

19,000円 仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等 

100㎡を超

え200㎡以

内のもの 

44,000円 

仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等以外の住宅 

55,000円 

その他の建築物 30,000円 

2 0 0㎡を超

え50 0㎡以

内のもの 

26,000円 仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等 

200㎡を超

え300㎡以

内のもの 

47,000円 

仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等以外の住宅 

57,000円 

その他の建築物 32,000円 

仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等 

300㎡を超

え500㎡以

内のもの 

48,000円 

仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等以外の住宅 

72,000円 

その他の建築物 33,000円 



‐４９‐ 

5 0 0㎡を超

え1,000㎡

以内のもの 

46,000円 仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等 

500㎡を超

え1,000㎡

以内のもの 

62,000円 

仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等以外の住宅 

86,000円 

その他の建築物 47,000円 

1,000㎡を

超え2,00 0

㎡以内のも

の 

65,000円 仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等 

1,000㎡を

超え2,000

㎡以内のも

の 

81,000円 

仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等以外の住宅 

110,000円 

その他の建築物 66,000円 

2,000㎡を

超え10,000

㎡以内のも

の 

190,000円 仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等 

2,000㎡を

超え10,000

㎡以内のも

の 

205,000円 

仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等以外の住宅 

260,000円 

その他の建築物 190,000円 

10,000㎡を

超え50,000

㎡以内のも

の 

310,000円 仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等 

10,000㎡を

超え50,000

㎡以内のも

の 

335,000円 

仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等以外の住宅 

400,000円 

その他の建築物 320,000円 

50,000㎡を

超えるもの 

600,000円 仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住

宅等 

50,000㎡を

超えるもの 

635,000円 

仕様基準又は誘導

仕様基準に適合さ

せる一戸建ての住 

700,000円 
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  宅等以外の住宅   

その他の建築物 620,000円 

  イ 特定工程を含む建築物以外の建築物についての完了検査の申請及び工事の

   完了の通知に対する審査に係る手数料について、建築物の種別に応じた区分

   を設けるとともに、床面積に応じた区分を変更し、これらの区分に係る手数

   料の額を次のとおり定める。 

現 行 改 正 

面積 金額 建築物の種別 面積 金額 

30㎡以内の

もの 

11,000円 一戸建ての住宅等 30㎡以内の

もの 

12,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

16,000円 

30㎡を超え

100㎡以内

のもの 

13,000円 一戸建ての住宅等 30㎡を超え

100㎡以内

のもの 

17,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

19,000円 

100㎡を超

え200㎡以

内のもの 

17,000円 一戸建ての住宅等 100㎡を超

え200㎡以

内のもの 

22,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

24,000円 

200㎡を超

え500㎡以

内のもの 

23,000円 一戸建ての住宅等 200㎡を超

え300㎡以

内のもの 

29,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

30,000円 

一戸建ての住宅等 300㎡を超

え500㎡以

内のもの 

31,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

37,000円 

500㎡を超

え1,000㎡

以内のもの 

40,000円 一戸建ての住宅等 500㎡を超

え1,000㎡

以内のもの 

48,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

54,000円 

1,000㎡を

超え2,000

㎡以内のも

の 

56,000円 一戸建ての住宅等 1,000㎡を

超え2,000

㎡以内のも

の 

65,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

71,000円 

2,000㎡を

超え10,000

㎡以内のも

の 

130,000円 一戸建ての住宅等 2,000㎡を

超え10,000

㎡以内のも

の 

147,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

170,000円 

10,000㎡を

超え50,000

㎡以内のも

の 

210,000円 一戸建ての住宅等 10,000㎡を

超え50,000

㎡以内のも

の 

227,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

250,000円 

50,000㎡を

超えるもの 

430,000円 一戸建ての住宅等 50,000㎡を

超えるもの 

447,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

470,000円 
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  ウ 特定工程を含む建築物についての完了検査の申請及び工事の完了の通知に

   対する審査に係る手数料について、建築物の種別に応じた区分を設けるとと

   もに、床面積に応じた区分を変更し、これらの区分に係る手数料の額を次の

   とおり定める。 

現 行 改 正 

面積 金額 建築物の種別 面積 金額 

30㎡以内の

もの 

10,000円 一戸建ての住宅等 30㎡以内の

もの 

10,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

14,000円 

30㎡を超え

100㎡以内

のもの 

12,000円 一戸建ての住宅等 30㎡を超え

100㎡以内

のもの 

17,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

19,000円 

100㎡を超

え200㎡以

内のもの 

16,000円 一戸建ての住宅等 100㎡を超

え200㎡以

内のもの 

20,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

22,000円 

200㎡を超

え500㎡以

内のもの 

22,000円 一戸建ての住宅等 200㎡を超

え300㎡以

内のもの 

28,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

29,000円 

一戸建ての住宅等 300㎡を超

え500㎡以

内のもの 

30,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

36,000円 

500㎡を超

え1,000㎡

以内のもの 

38,000円 一戸建ての住宅等 500㎡を超

え1,000㎡

以内のもの 

46,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

52,000円 

1,000㎡を

超え2,000

㎡以内のも

の 

53,000円 一戸建ての住宅等 1,000㎡を

超え2,000

㎡以内のも

の 

62,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

68,000円 

2,000㎡を

超え10,000

㎡以内のも

の 

120,000円 一戸建ての住宅等 2,000㎡を

超え10,000

㎡以内のも

の 

136,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

160,000円 

10,000㎡を

超え50,000

㎡以内のも

の 

200,000円 一戸建ての住宅等 10,000㎡を

超え50,000

㎡以内のも

の 

213,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

240,000円 

50,000㎡を

超えるもの 

400,000円 一戸建ての住宅等 50,000㎡を

超えるもの 

423,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

450,000円 

  エ 建築物の中間検査の申請及び特定工程工事の終了の通知に対する審査に係
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   る手数料について、建築物の種別に応じた区分を設けるとともに、床面積に

   応じた区分を変更し、これらの区分に係る手数料の額を次のとおり定める。 

現 行 改 正 

面積 金額 建築物の種別 面積 金額 

30㎡以内の

もの 

10,000円 一戸建ての住宅等 30㎡以内の

もの 

12,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

19,000円 

30㎡を超え

100㎡以内

のもの 

13,000円 一戸建ての住宅等 30㎡を超え

100㎡以内

のもの 

22,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

27,000円 

100㎡を超

え200㎡以

内のもの 

17,000円 一戸建ての住宅等 100㎡を超

え200㎡以

内のもの 

34,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

39,000円 

200㎡を超

え500㎡以

内のもの 

23,000円 一戸建ての住宅等 200㎡を超

え300㎡以

内のもの 

35,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

40,000円 

一戸建ての住宅等 300㎡を超

え500㎡以

内のもの 

36,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

52,000円 

500㎡を超

え1,000㎡

以内のもの 

37,000円 一戸建ての住宅等 500㎡を超

え1,000㎡

以内のもの 

44,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

61,000円 

1,000㎡を

超え2,000

㎡以内のも

の 

52,000円 一戸建ての住宅等 1,000㎡を

超え2,000

㎡以内のも

の 

59,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

76,000円 

2,000㎡を

超え10,000

㎡以内のも

の 

120,000円 一戸建ての住宅等 2,000㎡を

超え10,000

㎡以内のも

の 

135,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

200,000円 

10,000㎡を

超え50,000

㎡以内のも

の 

190,000円 一戸建ての住宅等 10,000㎡を

超え50,000

㎡以内のも

の 

205,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

290,000円 

50,000㎡を

超えるもの 

390,000円 一戸建ての住宅等 50,000㎡を

超えるもの 

415,000円 

一戸建ての住宅等 

以外の建築物 

500,000円 

  オ 建築物の建築等の確認の申請に係る計画及び建築等の計画の通知に係る計

   画に昇降機に係る部分が含まれる場合の当該申請及び当該通知に対する審査

   に係る手数料について、昇降機１基につきアに定める手数料に加算する額を
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   次のとおり改定する。 

区   分 現 行 改 正 

新たに昇降機を設置する場合 19,000円 20,000円 

確認を受け、又は確認済証

の交付を受けた昇降機の計

画を変更して昇降機を設置

する場合 

昇降機（小荷物専用

昇降機を除く。） 

10,000円 11,000円 

小荷物専用昇降機 5,000円 6,000円 

  カ 特定工程を含む建築物以外の建築物の完了検査の申請に係る計画及び工事

   の完了の通知に係る計画に昇降機に係る部分が含まれる場合の当該申請及び

   当該通知に対する審査に係る手数料について、昇降機１基につきイに定める

   手数料に加算する額を次のとおり改定する。 

区   分 現 行 改 正 

昇降機（小荷物専用昇降機を除く。）を設置する

場合 

21,000円 22,000円 

小荷物専用昇降機を設置する場合 12,000円 13,000円 

  キ 特定工程を含む建築物の完了検査の申請に係る計画及び工事の完了の通知

に係る計画に昇降機に係る部分が含まれる場合の当該申請及び当該通知に

対する審査に係る手数料について、小荷物専用昇降機以外の昇降機１基に

つきウに定める手数料に加算する額を次のとおり改定する。 

現 行 改 正 

20,000円 21,000円 

  ク 建築設備の設置の確認の申請及び設置の計画の通知に対する審査に係る手

数料の額を次のとおり改定する。 

区   分 現 行 改 正 

新たに建築設備を設置する場合 19,000円 20,000円 

確認を受け、又は確認済証

の交付を受けた建築設備の

計画を変更して建築設備を

設置する場合 

建築設備（小荷物専

用昇降機を除く。） 

10,000円 11,000円 

小荷物専用昇降機 5,000円 6,000円 

  ケ 建築設備の完了検査の申請及び工事の完了の通知に対する審査に係る手数

料の額を次のとおり改定する。 

区   分 現 行 改 正 

建築設備（小荷物専用昇降機を除く。） 21,000円 22,000円 

小荷物専用昇降機 12,000円 13,000円 

  コ 確認を受けた工作物の計画を変更して工作物を築造する場合における工作

   物の築造の確認の申請及び確認済証の交付を受けた工作物の計画を変更して
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   工作物を築造する場合における工作物の築造の計画の通知に対する審査に係

   る手数料の額を次のとおり改定する。 

現 行 改 正 

7,000円 8,000円 

  サ 工作物の完了検査の申請及び工事の完了の通知に対する審査に係る手数料

の額を次のとおり改定する。 

現 行 改 正 

14,000円 15,000円 

 (2) マンションの管理に関する計画の認定の申請等に対する審査に係る手数料を

次のとおり定める。（別表第３関係） 

  ア マンション管理計画認定申請手数料 

区   分 金   額 

長期修繕計画の数が１の場合 3,800円 

長期修繕計画の数が２以上の

場合 

3,800円に１を超える長期修繕計画の数

に1,700円を乗じて得た額を加算した額 

  イ マンション管理計画変更認定申請手数料 

区   分 金 額 

管理組合の運営

の基準に係るも

の 

長期修繕計画の数

が１の場合 

5,000円 

長期修繕計画の数

が２以上の場合 

5,000円に１を超える長期修繕計

画の数に2,700円を乗じて得た額

を加算した額 

管理規約の基準

に係るもの 

長期修繕計画の数

が１の場合 

4,100円 

長期修繕計画の数

が２以上の場合 

4,100円に１を超える長期修繕計

画の数に2,700円を乗じて得た額

を加算した額 

管理組合の経理

の基準に係るも

の 

長期修繕計画の数

が１の場合 

4,800円 

長期修繕計画の数

が２以上の場合 

4,800円に１を超える長期修繕計

画の数に2,900円を乗じて得た額

を加算した額 

長期修繕計画の

作成又は見直し

の基準に係るも

の 

長期修繕計画の数

が１の場合 

10,000円 

長期修繕計画の数

が２以上の場合 

10,000円に１を超える長期修繕

計画の数に5,200円を乗じて得た

額を加算した額 

その他のもの 長期修繕計画の数

が１の場合 

3,000円 
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 長期修繕計画の数

が２以上の場合 

3,000円に１を超える長期修繕計

画の数に1,900円を乗じて得た額

を加算した額 

 (3) 建築物省エネ法及び都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第

８４号）の一部改正により、住宅部分に係る建築物の省エネルギーの性能につ

いて、誘導仕様基準と計算により当該性能の適合の確認をする基準とを組み合

わせた基準（以下「誘導仕様・計算併用基準」という。）を用いて評価する方

法が設けられたことに伴い、低炭素建築物新築等計画の認定の申請に対する審

査及び建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請に対する審査に係る手

数料のうち、技術的審査適合証の提出があった場合以外の場合について、誘導

仕様・計算併用基準を用いて評価する方法に係る区分を設け、当該区分に係る

手数料の額を次のとおり定める。（別表第３関係） 

  ア 低炭素建築物新築等計画認定申請手数料 

区    分 金 額 

一戸建ての住宅 27,000円 

一戸建ての住宅以外の建築物

（住宅部分の住戸部分に限

る。） 

1戸のもの 27,000円 

2戸以上5戸以下のもの 55,000円 

6戸以上10戸以下のもの 77,000円 

11戸以上25戸以下のもの 110,000円 

26戸以上50戸以下のもの 160,000円 

51戸以上100戸以下のもの 234,000円 

101戸以上200戸以下のもの 323,000円 

201戸以上300戸以下のもの 421,000円 

301戸以上のもの 488,000円 

  イ 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料 

区    分 金 額 

一戸建ての住宅 200㎡未満のもの 27,000円 

200㎡以上のもの 30,000円 

一戸建ての住宅以外の住

宅 

300㎡未満のもの 55,000円 

300㎡以上2,000㎡未満のもの 92,000円 

2,000㎡以上5,000㎡未満のもの 160,000円 

5,000㎡以上のもの 234,000円 

 (4) 建築物省エネ法の一部改正により、建築物省エネ法に基づく建築物エネルギ

ー消費性能基準への適合義務の対象となる建築物の範囲が拡大することに伴

い、建築物エネルギー消費性能適合性判定の申請に対する審査に係る手数料に

ついて、新たに審査が必要となる建築物の種別に応じた区分を設け、当該区分
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に係る手数料の額を次のとおり定める。（別表第３関係） 

  ア 一戸建ての住宅 

区    分 金 額 

性能基準を用いて評価する方法 200㎡未満のもの 37,000円 

200㎡以上のもの 41,000円 

仕様基準を用いて評価する方法 200㎡未満のもの 19,000円 

200㎡以上のもの 20,000円 

仕様・計算併用基準（仕様基準と計算

により当該性能の適合の確認をする基

準とを組み合わせた基準をいう。以下

同じ。）を用いて評価する方法 

200㎡未満のもの 27,000円 

200㎡以上のもの 30,000円 

  イ 一戸建ての住宅以外の住宅 

区    分 金 額 

性能基準を用いて評価す

る方法 

300㎡未満のもの 74,000円 

300㎡以上2,000㎡未満のもの 123,000円 

2,000㎡以上5,000㎡未満のもの 210,000円 

5,000㎡以上のもの 301,000円 

仕様基準を用いて評価す

る方法 

300㎡未満のもの 35,000円 

300㎡以上2,000㎡未満のもの 61,000円 

2,000㎡以上5,000㎡未満のもの 110,000円 

5,000㎡以上のもの 167,000円 

仕様・計算併用基準を用

いて評価する方法 

300㎡未満のもの 55,000円 

300㎡以上2,000㎡未満のもの 92,000円 

2,000㎡以上5,000㎡未満のもの 160,000円 

5,000㎡以上のもの 234,000円 

 (5) 建築物省エネ法の一部改正により、建築物省エネ法に基づく建築物エネルギ

ー消費性能基準への適合義務の対象となる建築物の範囲が拡大することに伴

い、建築物エネルギー消費性能適合性判定の申請に対する審査に係る手数料に

ついて、床面積に応じた区分を変更し、当該変更後の区分に係る手数料の額を

次のとおり定める。（別表第３関係） 

区 分 
現 行 改 正 

床面積 金 額 床面積 金 額 

工場

等 

モデル

建物法 

300㎡以上1,0

00㎡未満 

28,000円 300㎡未満 20,000円 

300㎡以上1,000

㎡未満 

28,000円 

標準入

力法又

は主要

室入力 

300㎡以上1,0

00㎡未満 

33,000円 300㎡未満 24,000円 

300㎡以上1,000

㎡未満 

33,000円 
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 法     

住宅

及び

工場

等以

外の

建築

物 

モデル

建物法 

300㎡以上1,0

00㎡未満 

119,000円 300㎡未満 93,000円 

300㎡以上1,000

㎡未満 

119,000円 

標準入

力法又

は主要

室入力

法 

300㎡以上1,0

00㎡未満 

306,000円 300㎡未満 244,000円 

300㎡以上1,000

㎡未満 

306,000円 

 (6) 建築物省エネ法の一部改正に伴い、建築物エネルギー消費性能基準に適合し

ている旨の認定の申請に対する審査に係る手数料を廃止する。（別表第３関

係） 

３ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

   令和７年４月１日 

 (2) 経過措置 

  ア 建築基準法の規定に基づく事務に係る手数料に関する規定 施行日以後に

   その工事に着手する建築物の建築等に関する申請及び通知に係る手数料につ

   いて適用する。 

  イ 建築物省エネ法及び都市の低炭素化の促進に関する法律の規定に基づく事

   務に係る手数料に関する規定 施行日以後にされる申請に係る手数料につい

   て適用する。 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２２８条 分担金、使用料、加入金及び手数料に関する事項については、条例で

これを定めなければならない。－略－ 
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議案第３５号 

 

東広島市使用料条例の一部改正について 

 

（教育委員会学校教育部教育総務課）  

 

１ 改正の要旨 

木谷小学校屋内運動場及び三津小学校屋内運動場において冷暖房を使用する場

合に加算する１時間当たりの使用料の額を、次のとおり改定しようとするもので

ある。 

学校名 現 行 改 正 

木谷小学校 １,５１０円 １,１００円 

三津小学校 ３,８３０円 １,３００円 

２ 施行期日等 

(1) 施行期日 

令和７年４月１日等 

 (2) 経過措置 

   施行日以後の行政財産の使用に係る使用料について適用する。 

 

 

 

（根拠法令） 

地方自治法 

第２２８条 分担金、使用料、加入金及び手数料に関する事項については、条例で

これを定めなければならない。－略－ 
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議案第３６号 

 

   東広島市高額医療費貸付基金の設置及び管理に関する条例の廃止につ 

いて 

 

                        （健康福祉部国保年金課）  

 

１ 提案の要旨 

  医療費の窓口負担を自己負担限度額までとする高額療養費の現物給付制度の普

及により、医療費の支払資金の貸付の需要がなくなったことに伴い、東広島市高

額医療費貸付基金を廃止しようとするものである。 

２ 施行期日 

  令和７年４月１日 

 

 

 

（根拠法令） 

地方自治法 

第２４１条 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、特定の目的のため

に財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用するための基金を設け

ることができる。 


